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速自動車国道を含む 1,273,294km の道路、27,606km の鉄道、97 の空港、994 の港湾が整







                                                   
1 先述の東海道新幹線と山陽新幹線、東北新幹線（東京・盛岡間）、上越新幹線は国鉄時代
に建設された。 
2 高速道路整備の経緯については第 4 章 1.2.に記載。 
3 道路は『道路統計年報』の 2014 年度、鉄道は『鉄道統計年報』の 2012 年度、空港は



























タクシー（第 3 章）や高速道路（第 4 章）の価格変化に関する分析において議論を行う。ネ


































なかった。しかし、2013 年 6 月に成立した「民間の能力を活用した国管理空港等の運営等
に関する法律」（民活空港運営法）によって、国管理空港・地方管理空港において、空港運










                                                   
5東急前田豊通グループに対し、2016 年 6 月末に空港運営事業を完全移管した。 
6新関西国際空港として、関西国際空港（関空）と大阪国際空港（伊丹）の２つの空港の一
体的な運営が行われることになる。その運営主体として、オリックス、ヴァンシ・エアポ






ろであり、1987 年に民営化してから 2017 年までに 30 年と経験の長い JR では大きな収益



























                                                   
7 全収益に占める割合は、東日本旅客鉄道株式会社において 24.1％（駅スペース活用事業
とショッピング・オフィス事業）、東日本高速道路株式会社において 4.0％（SA・PA 事






















































































































































ことを挙げている。山林に囲まれた限られた可住地に約 1 億 2000 万人もの人口が住んでい






































































































































































する事例分析として、第 5 章で鉄道の災害リスクに関する分析を行っていきたい。 



























                                                   
12 厚生経済学の第１基本定理とは、完全競争市場均衡は必ずパレート効率的な配分を実現
















































































































































































































































































































































































ある British Paetroleum をスタートとして、電子機器事業者、精糖産業事業者など様々な
国有産業において民営化が行われた。交通分野においては、1983 年に港湾管理事業者であ
る Associated British Ports、1986 年にバス事業者である National Bus Company、1987
年に航空事業者である British Airways、1987 年に空港管理事業者である BAA、1993 年に


























年 10 月解散）と、JR 東日本、JR 東海、JR 西日本、JR 貨物、新幹線鉄道保有機構に引き
継がれ、返済が行われることとなった。JR 各社の経営は良好にすすみ、新幹線鉄道保有機
構が有する新幹線施設は本州３社によって買い取られたため、新幹線鉄道保有機構は 1991
年 10 月に解散した。 
本州３社は 1993 年から 97 年において株式上場を果たし、2006 年までに資本面で完全民




















                                                   


















ついては第 4 章で議論することとする。 
巨額の累積債務返済義務を有したまま民営化された高速道路会社というのは、世界にも




























会の中で述べている (森・石田・竹内・大串・太田(2013):13) 。 
20 フランスでは 2007 年以降、重量車のクラス、走行距離に応じて重量車課金を課してい
る。財源は交通インフラ資金調達機構（AFITF）へ徴収され、その他、道路関係財源とと
もに持続可能な経済開発と拡大 EU における地域魅力確保のための投資計画として整備(道
路 44%、鉄道 39%、水路 4%、都市 13%)に用いられる（松野(2010a)）。 
21 ドイツでは 2005 年以降、重量車のクラス、走行距離に応じた重量車課金が課されてい
る。財源は交通インフラ融資機構（VIFG）へ徴収され、交通インフラ整備(道路 50％、鉄




























                                                   
22 例えば 1989 年に参入規制と価格規制の両方を緩和した NZ においては、運輸安全局が
運送資格と免許の監査を行い、タクシー事業の質の確保を保ちつつ、運転手・乗客双方の
安全確保のため 2011 年 8 月 1 日より都市部では社内安全カメラの搭載と 24 時間対応の緊
急警報・対応システム（双方向通信可能で安全配備が可能）の設置が義務付けられた（松
野(2013a)）。 































































































































の民営化によって 60 年（2014 年 5 月、道路整備特別措置法などの関連法改正により、有
































































































鉄道は 40,000～50,000 人／時・方向であり、自家用車は 620～2,400 人／時・車線となっ
ている。 
 























鉄道（郊外線） ◎ △ △ ◎ ◎ △ ◎ 混雑緩和推進、乗換設備改善
　　（地下鉄） ◎ △ △ ◎ ◎ △ ◎ 同上
新交通（中量） ○ ○ △ ○ ◎ ○ ○ 他の交通機関との結節改善
バス △ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ 効果あるバス優先方策の推進
タクシー ○ ◎ ◎ △ △ ◎ △












 都市間交通の代表交通機関別の分担率は、図 2-9-1 に示した 27。流動量の多い（全距離帯
に占める割合は 80％）300km 未満では乗用車等の利用が圧倒的に多い。300km から段々
と鉄道の割合が増え、300～500km 未満において鉄道は乗用車等に迫り、500～700km 未
満では 69.1％と鉄道が有意になる。しかし、700～1,000km 未満において鉄道(45.2％)と航












                                                   






















































































JR 九州が提供するクルーズトレイン「ななつ星 in 九州」が想起される。また、東北エリア




















 高速バス事業から鉄道事業へ参入した事例を紹介する 28。WILLER ALLIANCE 株式会
                                                   
28 ここでの記述はヒアリングと以下の資料に基づくものである。 
ヒアリング：WILLER TRAINS 株式会社取締役管理本部長 布野剛氏。管理部総務人事
課 丸山桂氏。 
資料：京都丹後鉄道・WILLER TRAINS(2016)「WILLER TRAINS 会社概要」. 
43 
 
社 29の子会社である WILLER EXPRESS JAPAN 株式会社が高速路線バス事業を行ってい
た。WILLER ALLIANCE 株式会社は 2014 年 7 月に WILLER TRAINS 株式会社を設立






























                                                   
29 WILLER ALLIANCE 株式会社は 2017 年 3 月に WILLER 株式会社へ社名変更した。 
30 ヒアリングにおいては、「自動運転などの最新技術を取り込んだ新しい交通機関」との
回答。 






























































 タクシー事業は 1947 年の旧道路運送法の公布によって規制が始まり、徐々に厳格な規制
がなされるようになったが、90 年代に入ると規制緩和が次第に進展していった（詳細は第
3 章 1.2.参照）。そして 2002 年に大規模な規制緩和が行われたものの、車両数増や事業者の
経営悪化が問題視され、2009 年には再び規制強化に転じることとなる。 








































 タクシーは全国で 226,010 両、輸送人員は 15 億 1,222 万人（/年）、営業収入は 1.63 兆円










































1.2.1. 戦後の規制 35 
1947 年の旧道路運送法の公布によって、タクシー事業について免許 36制、タクシー運賃






れた。1952 年 11 月、道路運送法に基づく初の運賃改定が認可された。 























発生し、1959 年、警察庁が白タク取締りを全国に指示する状況となった。同年 7 月、東京
陸運局自動車運送協議会は 2,800 台の増車が必要であるとする答申を出す。 
神風タクシー問題を契機として個人タクシーを導入すべしとの声が高まったことにより、
12 月には、初の１人 1 車制の個人タクシー営業免許が交付された。このころから岩戸景気
で好調であったことから、タクシー需要が増大し、新規免許、増車が連続的に行われた。12
月には、タクシーの 24 時間営業体制が発足し、深夜早朝の営業もカバーされるようになっ
た。1960 年 9 月、道路運送法の一部が改正され、法律上、運行管理者の選任が義務付けら








労働に追われたことから、1967 年 2 月、労働省から「自動車運転者の労働時間等の改善基
準について」の通達が出され、運転労働者の実作業時間、運転時間について基準が設けられ
た。 





タクシー近代化センターが発足した。1970 年に 42 億 8900 万人という輸送人員のピークを
迎える(図 3-1-1）。 




た。図 3-1-1 では、1960 年に 12 億 5 百万人であった輸送人員が 1970 年に 42 億 8900 万
人と急激に増加しピークとなったものの、1971 年には 42 億 5200 万人と減少を見せ、72
                                                   






年には 39 億 1900 万人、74 年には 32 億 2200 万人と減少する様子が示される。 








1979 年 9 月には、東京特別区初の個別申請方式による運賃改定が行われた。相次ぐタクシ
ー運賃の緊急値上げが乗客のタクシー離れを加速し、一転して供給力過剰の局面(図 3-1-1）


































































提言を受け入れた運輸省は 1996 年 12 月 5 日、運輸事業全分野での需給調整規制を 3 年
から 5 年の間に廃止するという歴史的な大転換を発表した(「需給調整規制の廃止」）。 
そして、1997 年 3 月の「規制緩和推進計画の再改定」によって、需給調整規制の廃止、
運賃規制の緩和等の規制緩和を行うことが閣議決定され、タクシーにおいても参入面、価格
                                                   
38ピーク時の伸び率については、輸送人員（339.0（1969 年））と車両数（357.2（2006
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基づき、全国の 643 営業区域のうち、供給過剰の恐れのある 590 の特別監視地域、運転者
の労働条件の悪化の恐れのある 140 の特定特別監視地域、輸送の安全確保が困難となる恐





ころ、2010 年 10 月 7 日現在の減車率は 17.3％にとどまり、目標達成に向けた更なる減車
の実施が進められている。この特措法の枠組みは３年間の時限措置であることから、その期
限延長の是非と適切な法規制のあり方が議論されてきた。 
その結果、2013 年 11 月 20 日には特措法を超える枠組みとして「特定地域における一般
乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法等の一部を改正する法律












2015 年 1 月 30 日に国が「特定地域指定基準策定」を行い、指定が行われた(国土交通省
(2015a))。特定地域の指定告示を受けて、2015 年 10 月 20 日には、札幌交通圏、大阪市域









表 3-1-1 規制変更の流れ 
 
出所：泊尚志(2012）「タクシー事業規制の変遷下での東京都心におけるタクシー交通需要の








































































                                                   
39 タクシー運賃の価格は『小売物価統計』によるもので、各都市の代表的なタクシー会社
を対象に運賃を収集し、平均化した値である。 





















対象は表 3-1-2 でもみたように、運賃規制の緩和が 1997 年から行われていることから、
1996 年から 2011 年までの４km 運賃の変化都市とする。このうち、値下がり都市は旭川(-
1993 0 0 0 0
1997 1 岡山 2 長野・岡山 2 仙台、岡山 1 長野





































































































32.3 円）42・仙台(-54.8 円）・京都(-0.1 円）・大阪(-18.2 円）・徳島(-359.6 円）の５都市であ
る。また、同様に値上がり都市の傾向についても検討するため、同期間で値上がりの大きい
５都市、青森(229.0 円）、福島(277.8 円）、富山(225.0 円）、長野(263.5 円）、神戸(223.7 円）
を対象とする。 
  
                                                   







業収入がほぼ一定である(図 3-1-3)。この間(1991 年～1996 年）実車キロは減少(-22.9％）43
していることから、運賃の値上げ(+23.1％）によって収入が維持されてきたことが分かる。
４km 運賃は 1998 年に高止まりし、2008 年まで同じ水準を維持し続けた。価格が一定の状
況(1998 年～2008 年）において実車率(-13.7％）・実車キロ(-35.8％）が減少するに従い営業
収入も減少(-36.8％）する。車両数は規制緩和後の2002年から2006年まで若干増加(+0.6％）






















図 3-1-3 需要量・供給量の変化(旭川） 
  
                                                   






















たことは旭川と同様である(図 3-1-4)。４km 運賃は 1996 年にピークを打ち、1998 年まで
減少(-4.1％）し、その後一定が続く。1996 年から 1998 年までの値下がりにおいても、収
入(-12.0％）・実車キロ(-12.0％）ともに減少を示している。価格の低下が需要増にはつなが
らなかったことが示される。 
車両数は規制緩和後の 2002 年から 2006 年まで増加(+15.4％）したが、2006 年以降は減
少(-11.9％）している。実車率は 2010 年になって初めて改善(+9.0％）がみられた。2010 年
以降イールドが改善(9.9％）しているのは、営業収入の増加(+16.6％）が実車率の増加(+9.0％）
に比べて大きいことによるものである。 





















京都はバブル崩壊以前から実車キロは減少傾向にある(図 3-1-5)。1993 年から 1995 年に
かけて営業収入は増加(+2.7％）し、4km 運賃値上げ(+8.4％）が収入増につながったことが
分かる。その後も４km 運賃は値上がりし、高い水準を維持(1995 年～2000 年）したが、実
車キロの低下(-21.6％）にともない営業収入は減少(-16.3％）した。４km 運賃は 1997 以降、



























大阪はバブル崩壊以前から実車キロは減少傾向にある(図 3-1-6)。1994 年から 1996 年ま
でで営業収入は改善(+3.4％）がみられた。それは 4km 運賃値上げ(+9.0％）が収入増につ
ながったからである。その後、1996 年から 2009 年にかけて４km 運賃が一定を保つ中、実
車キロ(-33.9％）・営業収入(-39.2％）は減少がみられた。 





















図 2-4-1 需要量・供給量の変化(大阪） 






















 徳島は他の都市とは違って車両数が減少し続けている都市である(図 3-1-7)。1991 年から
2011 年にかけて-14.7％減少している。1991 年から 1996 年まで、実車キロが減少(-27.1％）
していく中で営業収入の減少(-3.5％）は小幅にとどまっている。これは４km 運賃が上昇
(+25.3％）したことによる。４km 運賃は 1998 年にピークとなるが、その後 2009 年まで
は一定を保った。1998 年から 2009 年まで、営業収入(-32.5％）・実車キロ(-31.3％）ともに
減少した。 
そして４km 運賃が 2009 年から 2010 年までに大幅に値下がり 44(-42.2％）する中で、営










                                                   
44 徳島における大幅な値下がりはたいへん興味深い。徳島市の市場構造を、車両数からみ
ると、大手二社で全体の 57.0％を占める非常に寡占的な市場である。このうち、二位の事
業者がたいへん格安な運賃（初乗り 1.5km で 370 円、加算運賃 365m ごと 60 円。（2014
年２月時点））を提示していることが統計に表れている。なお、一位の事業者の運賃は HP
上で調べることができない。参考までに同時期の東京の初乗り運賃（上限運賃）は２





















業収入がほぼ一定である(図 3-1-8)。この間(1991 年～1994 年）実車キロは減少(-14.0％）
していることから、運賃の値上げ(+18.8％）によって収入が維持されてきたことが分かる。
1994 年以降、４km 運賃は 2000 年、2008 年に値上げがあった。2000 年から 2007 年まで、
運賃が一定の状況において実車率(-16.1％）・実車キロ(-28.9％）が減少するに従い営業収入
も減少(-28.6％）した。車両数は規制緩和後の2002年から2003年にかけて若干増加(+2.4％）
したが、2003 年から 2011 年までは減少(-16.8％）に転じた。車両数減の影響もあって実車
率はほぼ 2003 年水準を保っている。 







































業収入がほぼ一定である(図 3-1-9)。この間(1991 年～1995 年）実車キロは減少(-22.6％）
していることから、運賃の値上げ(+20.2％）によって収入が維持されてきたことが分かる。














































業収入がほぼ一定である(図 3-1-10)。この間(1991 年～1996 年）実車キロは減少(-18.6％）
していることから、運賃の値上げ(+15.1％）によって収入が維持されてきたことが分かる。
1996 年以降、４km 運賃は、1997 年、2007 年から 2008 年に値上げがあった。1997 年か
ら 2006 年まで、運賃が一定の状況において実車率(-6.7％）・実車キロ(-24.6％）が減少する
に従い営業収入も減少(-26.6％）した。 









































がほぼ一定である(図 3-1-11)。この間(1991 年～1997 年）実車キロは著しく減少(-28.2％）
していることから、運賃の大幅な値上げ(+31.6％）によって収入が維持されてきたことが分
かる。その後、２節で示したように、長野は初乗り距離短縮運賃を導入した影響から、1998
年から 1999 年にかけて-9.3％、2002 年から 2004 年にかけて-8.1％と４km 運賃でみても
値下げとなる時期があった。1997 年から 1998 年で実車キロが-10.3％減であったところ、
1998 年から 1999 年では-3.2％減と、値下げによって実車キロの減少幅が小さくなった。ま
た、2002 年から 2004 年も-6.5％減と減少幅は小さい。同様に営業収入についてみると、
1997 年から 1998 年で-11.7％減であったところ、1998 年から 1999 年では-5.8％減と、値
下げによって減少幅が小さくなった。また、2002 年から 2004 年も-4.5％減と減少幅は小さ
い。 































業収入がほぼ一定である(図 3-1-12)。この間(1991 年～1993 年）実車キロは減少(-18.1％）
していることから、運賃の値上げ(+10.0％）によって収入が維持されてきたことが分かる。
1993 年から 1997 年にかけてゆるやかに４km 運賃の値上げが行われている。その間実車
キロは-23.0％と減少した。1997 年から 2008 年までの価格が一定の状況において実車率(-
10.0％）・実車キロ(-22.9％）が減少するに従い営業収入も減少(-26.6％）する。 
























































 値上げをしても収入が維持できていた 1990 年代前半という時期があったこと、一方、
2000 年代後半には収入が全く維持できなくなる状況に陥っていることが注目される。













武三交通圏）の場合、普通車の上限運賃は、初乗運賃が 2.0km で 730 円、加算運賃が 280m
で 90 円、さらに時間距離併用制として 1 分 45 秒ごとに 90 円であった（2015 年 4 月 1 日













東京は総合力で 4 位であるが、「交通・アクセス」分野で 10 位となっている。確かに運賃
のみならず、空港から都心まで遠いという問題がある。そこで、泊（2012）で指摘されてい
る、乗車回数のピークである 1km～1.5km の運賃について国土交通省（2015）45をもとに
比較してみよう。東京ではこの距離で 730 円であるところ、ニューヨークでは 484 円～544
円、ロンドンでは 667 円～815 円となっており、ニューヨークと比較すると東京は高く、ロ
ンドンと比較すると 1km では高く 1.5km では安くなる。このように主要都市と比較して














 国が行った公定幅運賃の設定に関する判例をみよう。タクシー事業規制は 2014 年の「特
                                                   
45 ニューヨーク、ロンドンではそれぞれ、初乗距離は 1/5 マイル（約 320m）、約 260m、
初乗運賃は 2.5 ドル（約 300 円）、2.4 ポンド（約 450 円）、加算距離は 1/5 マイル（約
320m）、約 130m（17 ポンド未満であり、17 ポンド以上は約 90m）、加算運賃は 0.5 ドル
（約 60 円）、0.2 ポンド（約 40 円）となっている。1 ドル＝120.9 円、1 ポンド＝185.4 円
（2015 年 1 月～9 月の平均）。この値は 2015 年 3 月時点の情報。ただし、チップ、税は
含まない。 
46 東京 23 区、武蔵野市、三鷹市における初乗り運賃について、従来 730 円であったとこ






規制が強化された（詳細は第 3 章 1.2.4.を参照）。特定地域に指定された大阪市域交通圏に
おいては、公定幅運賃が指定されることになる。この公定幅運賃を巡って、それよりも安い
初乗り運賃で営業を行う「ワンコインドーム」は近畿運輸局長を相手に輸送施設使用停止命
令並びに運賃の変更命令の差止めを請求した。大阪地方裁判所は、特措法 16 条 47による公
定幅運賃制度が、タクシー事業者の「営業の自由」（憲法 22条）を相当程度制約しているこ
とに鑑み、近畿運輸局長による公定幅運賃の範囲の指定や運賃変更命令等 48を裁量権の逸













ビスが普及し、オンライン配車サービスを行う Uber や Hailo などが躍進している。このサ
ービスでは GPS を用いた経路探索やスマホアプリを利用して 50配車を行うことによって、





































(2015a)）。これは Uber Technologies と株式会社産学連携機構九州による相乗りサービスの
実験で、スマホアプリを用いて希望の場所を指定し、自家用車を運転している人が送迎する










                                                   
51 道路運送法では、第 4 条において一般旅客自動車運送事業の許可について定めている。


































εαααααα ++++++= itititititoit EAgePopIPtaxiD lnlnlnlnlnln 54321 ・・・＜式 3-1＞ 
itD  ：実車キロ             1itPtaxi  ：４km 運賃(実質） 
itI  ：課税対象所得(一人あたり）(実質） itPop  ：人口 
itAge ：高齢化率             itE  ：中小企業 DI 指数 
 




















また、第 3 章 2.3 では、タクシー運賃の値上げ都市と値下げ都市に分けて、価格弾力性の
比較を行う。このように都市を二つに分けて分析を行う理由は、値上げや値下げという事業
者の行動変化が需要に与える影響に違いがあるのではないかと考えたためである。表 3-2-
1 にデータの出所を示した 56。また、表 3-2-2には変数の基本統計量を示した。 
 
表 3-2-1 使用するデータの出所 
 








































                                                   
57 表 3-2-3、表 3-2-4 はハウスマン検定による採択結果。 
変数 単位 平均 標準偏差 最小値 最大値 観測数
実車キロ km 181,000,000 278,000,000 11,400,000 2,030,000,000 1,440
初乗り運賃（名目） 円 590.812 68.544 310.000 710.000 1,474
4km運賃（名目） 円 1,187.852 132.987 667.213 1,560.340 1,474
課税対象所得
（一人当たり）
百万円 1.470 0.239 0.138 2.533 1,512
人口 人 575,048 587,099 130,685 3,710,602 1,512
高齢化率 割合 0.172 0.045 0.070 0.300 1,512




































係数 Z値 係数 Z値 係数 Z値
4km運賃 1.408 0.130 -1.828 0.000 *** -3.754 0.001 ***
課税対象
所得 0.269 0.000 *** 0.340 0.008 *** 0.047 0.479
人口 -0.364 0.000 *** 0.571 0.000 *** 0.179 0.208
高齢化率 -1.177 0.000 *** -0.313 0.037 ** -0.125 0.718
中小企業
DI指数 0.343 0.000 *** 0.124 0.000 *** -0.089 0.264






























表 3-2-4 地域別推定結果 
 
 
2.4. 第 2節のまとめ 






係数 Z値 係数 Z値 係数 Z値
4km運賃 -0.723 0.028 ** -1.723 0.286 -0.294 0.440
課税対象
所得 -0.175 0.452 0.174 0.726 1.049 0.010 **
人口 1.396 0.029 ** 1.238 0.314 -0.410 0.783
高齢化率 -0.963 0.000 *** -0.535 0.526 -1.132 0.000 ***
中小企業
DI指数 0.110 0.050 * 0.068 0.382 0.128 0.007 ***





係数 Z値 係数 Z値 係数 Z値
4km運賃 2.097 0.171 -2.096 0.000 *** -3.202 0.000 ***
課税対象
所得 0.272 0.000 *** 0.421 0.004 *** 0.019 0.657
人口 -0.450 0.000 *** 0.638 0.000 *** -0.214 0.025 **
高齢化率 -1.358 0.001 *** -0.226 0.164 -0.007 0.978
中小企業
DI指数 0.388 0.000 *** 0.120 0.000 *** -0.033 0.437



























































をピークとして 2009 年の規制強化の時期まで減少に転じる。この間の 2008 年の落ち込み
にはリーマンショックによる景気悪化要因も含まれることが考えられる。また、事業者数も
規制緩和後に増加するが、ピークは 2005 年でその後 2006 年に減少し、低い水準を保ち、
2011 年に減少となる。第 3 節で供給側の状況について分析を行う際には、リーマンショッ






























































年から 2008 年を対象として運賃の変化を見ることとする。 
その期間で初乗運賃、４km 運賃の変化を図 3-3-2 でみると、初乗り運賃では多少値下げ
もみられるが、４km 運賃では 0 を超えている地域が多く、この間に値上げが進んでいるこ
とが示される。 
 




































































対象は県庁所在地及び人口 15 万以上の 72 都市 62を対象とし、期間は 2000 年～2008 年

















で対数差分をとった値についてクロスセクションの OLS を行う。特定の地域(熊本 63、徳島
64、盛岡 65、津 66）で極端な値が出ており、そのままサンプルに含めると推定結果を歪める
可能性があるため、地域ダミーで対応した。 
)ln(ln)ln(lnlnln 200020082200020081020002008 iiiiii JidoshaJidoshaShutuShutuPP −+−+=− ααα
εα +−+ )ln(ln 200020083 ii II   ＜式 3-2＞ 
iP：4km 運賃 iShutu ：集中度 iJidosha ：自動車等関係費 iI ：一人当たり課税対象所
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63 図 3-3-2 でも示したように、４km 運賃がきわだって上昇(0.25)をしている。 
64 集中度が 7.3％（2000 年）→13.7％（2008 年）と 2 番目に大きく上昇している。 
65 図 3-3-2 でも示したように、４km 運賃がきわだって低下(-0.11)をしている。 
66 集中度が 49.2％（2000 年）→68.8％（2008 年）と最も大きく上昇している。 
67 『小売物価統計』を用いるタクシー運賃・自動車等関係費は 72 都市のデータである
が、集中度や一人当たり所得のデータは 47 都道府県のデータで対応している。 
年 変数 平均 標準偏差 最小値 最大値 観測数
４km運賃 0.054 0.054 -0.110 0.254 71
集中度 -0.055 0.177 -0.541 0.633 72
自動車等関係費 0.063 0.028 0.003 0.113 72
一人当たり所得 -0.101 0.305 -2.478 0.120 72
４km運賃（円） 1215.801 102.549 779.177 1480.000 71
集中度 0.217 0.111 0.073 0.562 72
自動車等関係費（円） 96.804 2.086 92.400 101.000 72
一人当たり所得（百万円） 1.583 0.243 1.013 2.456 72
４km運賃（円） 1283.864 118.672 867.688 1544.595 71
集中度 0.207 0.113 0.070 0.688 72
自動車等関係費（円） 103.032 1.242 99.500 106.000 72

























3.4. 第 3節のまとめ 













係数 P値 係数 P値 係数 P値 係数 P値
集中度 0.091 0.009 *** 0.065 0.059 * 0.085 0.018 ** 0.061 0.083 *
自動車等関係費 0.500 0.008 *** 0.488 0.010 **
一人当たり所得 -0.015 0.369 -0.012 0.474
地域ダミー（熊本） 0.188 0.000 *** 0.181 0.000 *** 0.190 0.000 *** 0.182 0.000 ***
地域ダミー（徳島） -0.119 0.018 ** -0.102 0.035 ** -0.114 0.025 ** -0.098 0.044 **
地域ダミー（盛岡） -0.170 0.000 *** -0.166 0.000 *** -0.169 0.000 *** -0.165 0.000 ***
地域ダミー（津） -0.092 0.045 ** -0.100 0.023 ** -0.086 0.064 * -0.096 0.032 **








































































第 2 節では、全体的な無料化の影響について分析を行う。第 3 節では、公共交通に着目し
て分析を行う。その中では、経済学的な需要の変化の捉え方について紹介し、また、無料化
終了後にどのような経過を経て他交通機関の交通行動が元へ戻っていくのか、というロッ
                                                   
68 2012 年に山梨県中央自動車道の笹子トンネルの天井板が崩落し、９名が死亡、2 名が
重軽傷を負う痛ましい事故が起きた。この事故をきっかけに、維持管理費の重要性が改め
























 日本の道路は、5 次に及ぶ全国総合開発計画（1962 年からスタートし、2005 年度まで）






 1966 年 7 月 1 日制定の国土開発幹線自動車道建設法によって国土開発幹線自動車道





                                                   
69 道路法によらない有料道路には、道路運送法による一般自動車道、森林組合法による林
道、自然公園法による公園道などがある。 





1987（昭和 62）年 9 月 1 日に公布・施行された。これによって、国土開発幹線自動車道等
は 11,520km の網として構成された。 
高規格幹線道路とは、自動車の高速交通の確保を図るための自動車専用道路である。
14,000km の高規格幹線道路網は、高速自動車国道 11,520km、及び一般国道の自動車専用
道路 2,480km（本州四国連絡道路約 180km を含む）で構成される。 
2010 年度末、供用延長は高速自動車国道が 7,877km（進捗率 68％）、一般国道自動車専












は、1972 年度、建設費 5.3 億円、うち用地費 1.0 億円であったところ、2002 年度はそれぞ




















た社会におけるインフラの利活用をはかるための国土形成計画（2008（平成 20）年 7 月 4
日閣議決定）に代わる。国土形成計画は長期的な国土づくりの指針を決めていくことになる。 
また 2003 年には、道路整備五箇年計画を含む国土交通省の 9 本の事業分野別長期計画を
統合し、コスト縮減、事業間連携の強化を図ることを目的として、社会資本整備重点計画
（2003（平成 15）年 10 月 10 日閣議決定）が制定される。具体的な道路整備については、
社会資本整備重点計画で決定される。整備対象は引き続き、1987 年法に基づく高速自動車
国道の 11,520km となる。 
これまで高速自動車国道の整備路線や整備方式を決定する会議は、国土開発幹線自動車
道建設法に基づく国土開発幹線自動車道建設審議会（国幹審）で行われてきた。この会議は
1957 年から 2001 年の間に 32 回開催された。メンバーは政治家や学識経験者、20 人以内
で構成される。省庁再編によって 2003 年に名称が変わり、国土開発幹線自動車建設法にも
とづいて国土開発幹線自動車道建設会議（国幹会議）で決定するようになる。高速自動車国
道 11,520km が引き続き整備対象である。 
 
1.2. 高速道路の整備の優先順位 
しかしながらこの国幹会議の開催は政治の影響を大きく受ける。2009 年 8 月 30 日の第
45 回衆議院議員総選挙で圧勝し政権交代を果たした民主党は、マニフェストで国幹会議の
廃止を掲げ、2009 年 4 月 27 日第 4 回の会議後は開催されていない。さらに、国幹会議を
廃止することを目的として、高速自動車国道法及び道路整備事業に係る国の財政上の特別
措置に関する法律の一部を改正する等の法律案を第 174 通常国会に閣法として提出したも













ど３路線計 360km の区間について、2011 年以降の 10 年間程度の完成が予定されている
89 
 
（2011 年 7 月 1 日大畠国土交通大臣会見）。この一部区間である三陸縦貫自動車道の一般
国道 45 号、本吉－気仙沼道路（Ⅱ期）についての費用便益比は 1.2 に過ぎない（国土交通
省(2011d)）。一方で、東京外環自動車道（関越道－東名高速道路間）の費用便益比は 3.3 で


















































































































ていた民主党 に対抗して、自公政権は、ETC を利用した「休日普通車上限 1,000 円施策」








年度以降、10 年間の措置として実施され、所要額として 3 兆円の予算規模が想定されてい
る（当初の規模は 2.5 兆円であったが、2008 年度第 2 次補正予算において、5,000 億円が
追加された）。その所用額は、機構の債務を一般会計に承継する形で国が負担する。利便増
進計画は、機構と高速道路会社各社が 2009 年 3 月に策定した計画に基づくものである。 
 利便増進計画の内容は、東日本・中日本・西日本高速道路会社（以下、NEXCO という）
が管理している高速道路の場合、地方部の路線・区間において、平日については全線・全車
種・全時間帯 3 割引以上の料金引き下げを、休日については普通車以下全時間帯 5 割引、




 以上のような自公政権のもとで実施された料金政策に対して、2010 年 4 月に民主党政権
としての見直しの方向性が示された。それは、当時実施されていた各種の割引制度を廃止し、
6 月から車種別に上限料金制を設けるというものである 。そして、当初、措置された所要
額 3 兆円から、2010 年 3 月までに使用済みとなった 5000 億円を引いた残高 2.5 兆円のう
ち、料金割引に 1.2 兆円を、道路の整備費に 1.4 兆円を充てることとした。 
 割引の内容としては、NEXCO の場合、平日、休日関係なく、軽自動車 1,000 円、普通車









は、第 174 通常国会に提出されたものの、最終的には廃案となった。 
さらに「東日本大震災に対処するために必要な財源の確保を図るための特別措置に関す
る法律」が 2011 年 5 月に成立したことによって、2013 年度末までに独立行政法人日本高


















実際に無料化されたのは 37 路線 50 区間で、高速道路の全供用延長の約 2 割、1,652 キロ
メートルという限定的なものにとどまっている。この実験内容については、3.1.で述べるよ
うに国による検証が行われた。 
2011 年 2 月 9 日には「平成 23 年度 高速道路の原則無料化社会実験計画（案）」（国土交
通省(2011a)）が発表された。これによると、当面の実験区間については、沖縄を除く全て
の区間で無料化を継続するとしている。また、有料と無料が混在している区間の解消、及び
延伸効果の検証を行うため 329km の区間延長が予定されていた。実験期間は当初、2011 年
6 月ごろから 2012 年 3 月までが予定されていた。さらに、物流効率化のための夜間大型車
無料化社会実験として、夜間に走行する ETC 搭載の中型車以上の車両の無料化が計画され
ていた。この実験期間は、2011 年 6 月ごろから 2011 年 12 月までであった。 
しかしながら、2011 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生し、無料化実験は 2011 年 6 月 20
日で一時凍結となる。そしてこの無料化のための財源は、平成 23 年度第一次補正予算にお
いて、「高速道路の原則無料化社会実験の一時凍結に伴う道路交通円滑化推進費の減額」と
して 1,000 億円が計上され、東日本大震災の復旧費用に充てられた。 
 
1.6.2. 東北地方の無料化 
 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災以降、被災者支援及び復旧・復興支援のため、災害時に
おける無料開放措置として、道路整備特別措置法第 24 条に基づいて東北地方を対象に高速
道路の無料化が行われた（国土交通省(2012a)）。このための財源は東北地方の高速道路の無
料開放として、平成 23 年度第三次補正予算に 250 億円盛り込まれている。 






 そして、復旧・復興を支援するため 2011 年 12 月 1 日から 2012 年 3 月 31 日までの期











 原発事故による避難者支援として、2012 年 4 月 1 日以降、全車種（避難者が運転又は同
乗している車両）を対象に原発周辺のインターチェンジを入口または出口とする走行につ
いて無料化が行われた。対象インターチェンジについては見直しが行われ、この無料化措置
は 2013 年 3 月 31 日まで実施された。 





 第 4 章 1.5.で見たように、経済対策で追加された利便増進事業による割引の期限は 2013
年度末となっていた。それに合わせて今後の料金制度のあり方を大きく規定する国土幹線













































































交通量は 2 割減少」、③については高速道路の実験区間（50 区間）では、平日は約 1 割、休
日は約 2 割の区間で渋滞が発生」、④については、「重要港湾・拠点空港の最寄 IC の大型車
交通量は約 2.5 倍に増加」、また、「大型車の交通量は、高速道路の実験区間では約 2.2 倍に









値で対前年同月比が 100%を下回っている月は、JR（特急）において 6 ヶ月、大手民鉄・地























転換により、主要な並行一般道の渋滞時間（時速 10km 以下）は約 6 割減少し、混雑時間




平日の場合、第 1 週で 2.8、第 2 週で 2.6、第 3 週で 4.2、第 4 週で 4.3 という発生状況で
ある。また、休日の場合、第 1 週で 9.5、第 2 週で 5.5、第 3 週で 16、第 4 週で 8.5 という
発生状況となっている。武雄佐世保道路（佐世保大塔～佐世保三川内）と沖縄自動車道（宜






野座～金武）は 4 つの週全てで渋滞が発生している。 
次に公共交通（鉄道、高速バス）の利用減が挙げられる。特に高速道路と並行する鉄道は











いる。渋滞発生基準で「×」の区間は 32 区間、公共交通基準で「×」の区間は 24 区間あ
る。渋滞発生基準と公共交通基準のいずれかで「×」がついている区間は、全 50 区間のう





















注３）40km/h 以下、延長 1km 以上を渋滞として整理。 
注４）事故のみによる渋滞は除く。 
平日：※1）6/21～6/25 ※2）6/28～7/2 ※3）7/5～7/9 ※4）7/12～7/16 ※5）7/20～
7/23  







1 道央自動車道 深川～旭川鷹栖 - - - - - - - - 1 - ×
2 深川留萌自動車道 深川西～深川ＪＣＴ - - - - - - - - - - ○
3 道東自動車道 音更帯広～池田 - - - - - - - - - - ○
4 道東自動車道 追分町～夕張 - - - - - - - - 2 - ×
5 日高自動車道 苫小牧東～沼ノ端西 - - - - - - - - - - ○
6 青森自動車道 青森中央～青森ＪCT - - - - - - - - - - ○
7 八戸自動車道 一戸～九戸 - - - - - - - - - - ○
8 秋田外環状道路 秋田北～昭和男鹿半島 - - - - - - - - 1 - ×
9 日本海東北自動車道 岩城～秋田空港 - - - - - - - - - - ○
10 湯沢横手道路 十文字～横手 - - - - - - - - - - ○
11 東北中央自動車道 山形上山～山形中央 - - - - - - - - - - ○
12 米沢南陽道路 米沢北～南陽高畠 - - - - - - - - - - ○
13 釜石自動車道 東和～花巻空港 - - - - - - - - - - ○
14 山形自動車道 庄内空港～酒田 - - - - - - - - 1 1 ×
15 山形自動車道 西川～月山 - - - - - - 1 - 1 - ×
16 日本海東北自動車道 聖籠新発田～中条 - - - - - - 1 - 3 - ×
17 東水戸道路 水戸大洗～ひたちなか - - - - - - - - 1 - ×
18 八王子バイパス 鑓水～片倉 - - - - 1 - - 1 1 - ×
19 新湘南バイパス 藤沢～茅ヶ崎中央 - - - - 2 - 1 - - 1 ×
20 西湘バイパス 橘～国府津 - - - - - 1 1 - 3 2 ×
21 箱根新道 須雲川～芦ノ湖大観 - - - - - - - - 1 - ×
22 中央自動車道 都留～河口湖 - - - 1 1 - 1 1 2 2 ×
23 中部横断自動車道 増穂～南アルプス - - - - - - - - - - ○
24 西富士道路 広見～小泉 - - - - - - - - 2 - ×
25 安房峠道路 中ノ湯～平湯 - - - - - - - - - - ○
26 伊勢自動車道 津～久居 - 1 1 2 - - - 1 3 1 ×
27 舞鶴若狭自動車道 舞鶴東～大飯高浜 - - - - - - - 1 3 1 ×
28 京都丹波道路 篠～亀岡 - 4 4 5 3 - 2 2 3 2 ×
29 安来道路 安来～東出雲 - - - - - - 1 - - - ×
30 山陰自動車道 宍道～松江玉造 - - - - - - 1 - - - ×
31 岡山自動車道 岡山総社～賀陽 - - - - - - - - 2 1 ×
32 江津道路 江津～江津西 - - - - - - - - 1 - ×
33 広島呉道路 呉～天応東 - 1 2 3 3 - 2 1 3 - ×
34 松山自動車道 伊予～内子五十崎 - - - - - - - - 2 1 ×
35 松山自動車道 西予宇和～大洲北只 - - - - - - - - - - ○
36 高知自動車道 土佐PAスマート～須崎東 - - - - - - - - - - ○
37 八木山バイパス 篠栗～筑穂 - - - 1 - - 1 - 1 - ×
38 椎田道路 築城～椎田 - - - - 1 - 1 - 2 1 ×
39 日出バイパス 速見～日出 - - - - - - - - - - ○
40 東九州自動車道 津久見～佐伯 - - - - 1 - 1 1 1 - ×
41 延岡南道路 延岡南～門川 - - - - - - - - - - ○
42 東九州自動車道 西都～宮崎西 - - - - - - - - 2 - ×
43 隼人道路 隼人東～隼人西 - - - - - - 1 - - - ×
44 大分自動車道 日出ＪCT～速見 - - - - - - - - - - ○
45 大分自動車道 大分光吉～大分米良 - - - - - - - - 1 - ×
46 武雄佐世保道路 佐世保大塔～佐世保三川内 - 5 4 5 4 - 2 1 3 2 ×
47 長崎バイパス 間の瀬～川平 - 2 - 1 - - - - - - ×
48 八代日奈久道路 八代南～日奈久 - - - - - - - - - - ○
49 鹿児島道路 美山～伊集院 - 1 - 1 - - - - - - ×
























※5 平日：前年は 6/29～7/3、実験中は 6/28～7/2 
評価
平日※5 休日※6 平日※5 休日※6 平日※9 休日※10
1 道央自動車道 深川～旭川鷹栖 JR北海道函館本線※7滝川駅～旭川駅 － － -10 -14 -10 -18 ×
2 深川留萌自動車道 深川西～深川ＪＣＴ ○
3 道東自動車道 音更帯広～池田 JR北海道根室本線※8帯広駅～釧路駅 － － -6 2 -8 -4 ×
4 道東自動車道 追分町～夕張 JR北海道石勝線 南千歳駅～トマム － － -10 -3 -4 3 ×
5 日高自動車道 苫小牧東～沼ノ端西 -18 - ×
6 青森自動車道 青森中央～青森ＪCT 16 - ○
7 八戸自動車道 一戸～九戸 9 23 ○
8 秋田外環状道路 秋田北～昭和男鹿半島 -9 -19 ×
9 日本海東北自動車道 岩城～秋田空港 ○
10 湯沢横手道路 十文字～横手 ○
11 東北中央自動車道 山形上山～山形中央 ○
12 米沢南陽道路 米沢北～南陽高畠 ○
13 釜石自動車道 東和～花巻空港 ○
14 山形自動車道 庄内空港～酒田 -2 10 ×
15 山形自動車道 西川～月山 -5 10 ×
16 日本海東北自動車道 聖籠新発田～中条 -11 - ×
17 東水戸道路 水戸大洗～ひたちなか ○
18 八王子バイパス 鑓水～片倉 ○
19 新湘南バイパス 藤沢～茅ヶ崎中央 ○
20 西湘バイパス 橘～国府津 ○
21 箱根新道 須雲川～芦ノ湖大観 ○
22 中央自動車道 都留～河口湖 7 2 ○
23 中部横断自動車道 増穂～南アルプス ○
24 西富士道路 広見～小泉 ○
25 安房峠道路 中ノ湯～平湯 25 - ○
26 伊勢自動車道 津～久居 近鉄日本鉄道山田線 松阪駅～伊勢市駅 － － -1 2 17 - ×
27 舞鶴若狭自動車道 舞鶴東～大飯高浜 北近畿タンゴ鉄道※1 福知山駅～宮津駅 -1 -11 1 -10 49 -22 ×
28 京都丹波道路 篠～亀岡 ○
29 安来道路 安来～東出雲 -10 - ×
30 山陰自動車道 宍道～松江玉造 一畑電車※4 電鉄出雲市駅～松 8 5 － － -9 -9 ×
31 岡山自動車道 岡山総社～賀陽 -22 38 ×
32 江津道路 江津～江津西 ○
33 広島呉道路 呉～天応東 ○
34 松山自動車道 伊予～内子五十崎 JR四国予讃線 松山駅～宇和島駅 － － -5 -3 -13 - ×
35 松山自動車道 西予宇和～大洲北只 JR四国予讃線 松山駅～宇和島駅 － － -5 -3 ○
36 高知自動車道 土佐PAスマート～須崎東 JR四国土讃線 高知駅～窪川駅 － － -6 -1 13 - ×
37 八木山バイパス 篠栗～筑穂 JR九州筑豊本線篠栗線  吉塚駅～新飯塚駅 -3 6 5 -2 ×
38 椎田道路 築城～椎田 ○
39 日出バイパス 速見～日出 JR九州日豊本線※2 宇佐駅～別府駅 -4 -5 -2 -5 1 - ×
40 東九州自動車道 津久見～佐伯 ○
41 延岡南道路 延岡南～門川 JR九州日豊本線 南延岡駅～宮崎駅 2 -10 -5 -14 ×
42 東九州自動車道 西都～宮崎西 JR九州日豊本線 南延岡駅～宮崎駅 2 -10 -5 -14 ×
43 隼人道路 隼人東～隼人西 ○
44 大分自動車道 日出ＪCT～速見 JR九州日豊本線※2 宇佐駅～別府駅 -4 -5 -2 -5 2 - ×
45 大分自動車道 大分光吉～大分米良 JR九州日豊本線※3 大分駅～幸崎駅 2 2 -3 -13 ×
46 武雄佐世保道路 佐世保大塔～佐世保三川内 JR九州佐世保線 肥前山口駅～佐世 － － -5 -11 -2 6 ×
47 長崎バイパス 間の瀬～川平 -13 - ×
48 八代日奈久道路 八代南～日奈久 ○
49 鹿児島道路 美山～伊集院 JR九州鹿児島本線 川内駅～鹿児島中 -1 -5 － － ×
50 沖縄自動車道 宜野座～金武 ○











み」の平日が 8%減、休日が 6%減である。 
※9 平日：前年は 6/21～6/23、実験中は 6/28～6/30 











鉄道の旅客輸送量 73は、2009 年の対前年度比で、旅客数量が 1％のマイナス、旅客人キ
ロが 3%のマイナスであった。また、JR 以外の鉄道が数量・人キロともに 1%のマイナスで
あるところ、JR は数量が 2%のマイナス、人キロが 4%のマイナスであった。 
公式発表としては、2010 年 3 月 5 日に、JR７社が連名で、国土交通大臣に対して「高速
道路の無料化及び上限料金制度について（要望）」とする要望書を提出している。その中で
は、「休日普通車上限 1,000 円施策」による JR 旅客 6 社の年間の減収額が 250 億円と推計
され、その転換率をもとにした上限料金制度による減収額はさらにその 2 倍程度に膨らむ





2009 年 3 月から、2010 年 8 月までに、廃止を決めたフェリー航路数は、4 社 5 航路で、フ
ェリー会社の廃業が現実のものとなっている（表 4-2-3）。 
  
                                                   




表 4-2-3 廃止フェリー航路数 
 
  
これら以外にも、防予汽船株式会社（航路：山口県柳井市－愛媛県松山市）は 2009 年 10




愛知県田原市）は、2010 年 9 月をもって航路廃止という申請を行なっている（8 月末には
地元自治体が支援を表明し、申請は取り下げられた）。さらに、明石淡路フェリー株式会社
（航路：兵庫県明石市－兵庫県淡路島市）は、 2012 年 6 月に航路廃止届出、

















                                                   
74 一色昭造（2014）「瀬戸内海航路の維持と今後の展望（インタビュー）」『運輸と経済』、











値下げのタイミングに応じての増減の状況を把握することが可能である。第 4 章 3.4.では
高速道路 75と一般道 76を例にグラフを作成した。グラフの表示は下記の通りである。 
・無料化期間は 2010 年 6 月 28 日から 2011 年 6 月 19 日であるので、ここで記述する「無
料化期間」は 2010 年 7 月から 2011 年 5 月までとする（グラフの折れ線を太線で表示）。 
・「無料化終了後」は 2011 年 6 月から 2012 年 7 月までとする。 
・グラフの上段は、2008 年 4 月値＝100 として年度ごとに比較をする。 
A 比（2008 年 4 月基準）＝その時点の値／2008 年 4 月値×100 
・グラフの下段は、2008 年 4 月～2009 年 3 月値の同月対比（2008 年度同月対比）とする。
これにより、季節変動の影響が除去できる。文中では「B 比」と記述する。 























いた。北海道・四国・九州を対象に依頼したところ、上記 3 区間（国道 12 号、国道 38














21 ααααα ++++=       
itititit muryokaDhamboDTiiki εααα ++++ __ln 765    ＜式 4-1＞ 
 
itD  ：鉄道断面輸送量  
itP  ：特急運賃 
1
itE  ：有効求人倍率 
2
itE  ：現金給与総額 
itPother ：ガソリン価格 
itTiiki ：一人当たり自動車保有台数 
ithamboD _ ：繁忙期ダミー（繁忙期は 1、それ以外は 0） 
itmuryokaD _ ：無料化ダミー（2010 年 7 月～2011 年 5 月の期間は 1、それ以外は 0） 
 
3.4. 経年的なトレンドの結果 






年 7 月～2011 年 5 月）に、B 比（2008 年度各月基準）で平均 136.2％ポイント増となった
(図 4-3-1)。ピーク時には A 比（2008 年 4 月基準）で 2010 年 8 月に 3.8 倍、B 比 2010 年
12 月に 2.6 倍となっている。しかしながら、無料化終了後は 2009 年水準の利用に戻った。 


































































ポイント増となった(図 4-3-2)。ピーク時には A 比で 2010 年 8 月に 6.8 倍、B 比で 2011 年
2 月に 4.8 倍となっている。無料化終了後は 2009 年水準を上回り、B 比で 1.8 倍利用され
ている。 
道東道は 2009 年 10 月 24 日にトマム～占冠が開通、そして残りの夕張～占冠も 2011 年
10 月 29 日に開通し、その結果千歳恵庭ＪＣＴと浦幌ＩＣ間が高速道路で結ばれた。そのた








































































ント増の大きな影響を受けている(図 4-3-3)。ピーク時には A 比で 2010 年 8 月に 2.4 倍、
B 比で 2010 年 9 月及び 2011 年 2 月に 2.4 倍となっている。無料化終了後も 2009 年水準










































































































































































































第 1節 鉄道の災害復旧とは 





















































































表 5-1-2 鉄道の災害復旧における国の補助率 
 
注）東日本大震災については、国土交通省(2012b)「鉄道軌道整備法施行規則の一部を改正




















阪急電鉄 440 × 1,015 248 463 -485 1,311 11,484 11%
阪神電鉄 570 ○ 271 224 47 216 1,074 3,692 29%
神戸電鉄 80 ○ 104 12 18 8 127 1,038 12%
神戸市交通局 60 ○ 193 3 -11 33 2,807 3,403 82%
神戸高速鉄道 200 ○ 48 42 6 -1 8 579 1%
神戸新交通 40 ○ 57 5 7 1 29 359 8%
山陽電気鉄道 50 ○ 145 121 24 10 215 794 27%
大阪市交通局 20 ○ 1,566 1,210 356 210 13,323 14,445 92%
北大阪急行・北神急行電鉄 10 × 48 6 10 5 57 200 28%
ＪＲ東海 40 × 12,522 4,100 4,128 1,540 8,819 49,813 18%
ＪＲ西日本 1,020 × 8,594 974 1,098 451 5,524 22,229 25%












た。実施時期は 2008 年９～10 月である。郵送・手渡しによりアンケートを配布した。鉄道








































表 5-2-1 風水害に対する付保状況 
 
 






























大手民鉄 地方鉄道 全体 第３種鉄道事業
運輸事業が
赤字
付保 24 9 24 57 2 29
非付保・未回答 4 4 19 27 4 11
付保 85.7% 69.2% 55.8% 67.9% 33.3% 72.5%
非付保・未回答 14.3% 30.8% 44.2% 32.1% 66.7% 27.5%
28 13 43 84 6 40
－ 1.078 0.306 0.209 1.506





































































述統計を表 5-3-1 に表した。表 5-3-2 に示す通り、説明変数相互間の相関は低い。 



























                                                   
85 営業収入（営業キロあたり）の代わりに、運輸収入（営業キロあたり）の変数も加えた
が、定性的に変化はなかった。それ以外の変数についての代理変数は見当たらない。 
変数 単位 備考 平均 標準偏差 出所














被害額想定の有無 ある＝1、ない＝0 0.15 0.36 アンケート回答
被災経験 経験あり＝1、なし＝0 0.57 0.50 アンケート回答












関連事業収入比率 0.033 0.313 1.000
自己資本比率 -0.035 -0.111 0.119 1.000
公共出資比率 -0.051 -0.059 -0.207 0.067 1.000
被害額想定の有無 0.079 -0.121 -0.083 -0.015 -0.137 1.000
被災経験 0.102 0.047 -0.024 -0.044 -0.188 0.278 1.000





























                                                   
86 他の変数と比べて係数が大きい理由は、被害額想定の有無と付保のオッズ比が 6.1 倍と
高いことによる。 
符号 オッズ比 P値 符号 オッズ比 P値
営業キロ ＋ 1.010 0.070 ＋ 1.011 0.049
営業収入（営業キロあたり） ＋ 4.595 0.022 ＋ 4.851 0.017
自己資本比率 ＋ 1.019 0.054 ＋ 1.019 0.055
関連事業収入比率 － 0.981 0.101 － 0.981 0.099
公共出資比率 ＋ 1.020 0.051 ＋ 1.018 0.062
被害額想定の有無 ＋ 44.014 0.023 ＋ 45.232 0.017
被災経験 ＋ 1.549 0.498
東京ダミー － 0.004 0.003 － 0.004 0.003
















































































(2011e)に示されており、1997 年から 2009 年までで約 19％減少している(国土交通省
(2011e):37)。バスの減少傾向について図 6-1-1 に示した。これによると、2000 年度を基準
に、2008 年度には三大都市圏で約 1 割、その他地域で約 2 割の輸送人員が減少している。




交通サービスの維持が困難となってしまう。鉄道については 2000 年度から 2009 年度まで
で、全国で 33 路線、634.6km の鉄軌道が廃止された(国土交通省(2011e):38)。これは東京
駅・八戸駅間の東北新幹線営業キロが 631.9km であることから、それに匹敵する規模であ
ると国土交通省(2011e)で述べられている。バスについては、バス事業者の倒産、路線廃止






図 6-1-1 バスの輸送人員の推移 
 
タクシーの規制緩和は 2002 年におこなわれたが、バス、鉄道においても規制緩和が行わ
れた。まず、貸切バスにおいて 2000 年 2 月に、乗合バスにおいて 2002 年 2 月に改正道路
運送法が施行された。タクシーと同様、乗合バスにおいても需給調整規制がなくなり、路線
の参入は免許から許可へとなった。また、退出にいたっては、許可から６カ月前の事前届け











































2013 年 12 月には交通の基本理念を定めた「交通政策基本法」が施行された。地域経済の
活性化、地域の活力の向上を目的として、交通の施策の推進を目指している。 







第 2節 京丹後で始まった自家用有償運送の取り組み 
2.1. 京丹後における自家用有償運送 
この節では、地域における新しい交通サービスの新展開について紹介する 87。京丹後では、
2016 年 4 月から UBER を導入した自家用有償運送を行っている。これは、第６章第１節
でみた、2006 年度創設の自家用有償旅客運送制度を活用したものである。すなわち、道路

















 京丹後市は 2004 年 4 月に丹後町を含む丹後 6 町の合併により誕生した。人口は 57,198
人、面積は 501.46km2で非常に広い自治体である（2016 年 4 月 30 日）。また、高齢化率は






年 10 月には丹後町の民間タクシー会社の営業所が廃止（撤退）した。そこで、2014 年 7 月











 そうしたデマンドバスの不便を改善すべく、2016 年 5 月 26 日に導入されたのが、「ささ
え合い交通」である。料金は最初の 1.5km までが 480 円、以遠は 120 円/km となってい
る。この水準は、地域公共交通会議 89において、通常のタクシー利用の半額程度ということ






                                                   



















保険については 1 次的保険として、対人保険は無制限、対物は 200 万円以上の損害賠償




















                                                   
90 2012 年 4 月 29 日関越自動車道高速ツアーバス事故当時は、損害賠償能力として、対人
8,000 万円、対物 200 万円以上の任意保険の加入が定められていた。ツアーバス事故を受
けて、貸切バスについては 2013 年 12 月以降、対人保険を無制限とする許可基準の告示が
行われた(2013 年 10 月 31 日公布)。タクシーについては変更がない（平成 17 年国土交通
























































































この沿線地域の人口は 1980 年に 40.9 万人であったが、2015 年には 34.2 万人と-16.4%
と著しく減少した(京都丹後鉄道・WILLER TRAINS(2016))（全国では 8.5％の増加率(国勢
調査(1980)(2015))）。また、高齢化率も 1980 年に 13.6％であったが、2015 年には 32.0％
と高齢化が進んでいる(京都丹後鉄道・WILLER TRAINS(2016))（全国では1980年に9.10％
が、2015 年に 26.6%となった(国勢調査(1980)(2015)）)。そして沿線地域の一人当たり自動
車保有台数は、1992 年の 0.35 台から 2012 年には 0.56 台となっている(京都丹後鉄道・
WILLER TRAINS(2016))。 
こうした少子高齢化やモータリゼーションの進展といった影響を受け、鉄道の利用者数
は 1993 年に約 303 万人でピークを迎え、その後は著しい減少が続き、2013 年には約 186








この上物の運行会社を入札によって決定することとなり、2016 年 4 月 1 日から WILLER 
TRAINS株式会社が第二種鉄道事業者として運行を担うことになった（第 2章 10.2.参照）。 
 
3.2. WILLER TRAINS社の鉄道事業を通じた沿線地域の活性化 
WILLER TRAINS社が鉄道事業を通じておこなっていく沿線地域の活性化とはどのよう
                                                   
91 ここでの記述はヒアリングと以下の資料に基づくものである。 
ヒアリング： 
WILLER TRAINS 株式会社 取締役管理本部長 布野剛氏。管理部総務人事課 丸山 
桂氏。実施日 2016 年 8 月 26 日。 


























人々の教育の場を Willer 社が創造することが検討されている。 
 
3.3. WILLER TRAINS社が提案している価値とは 













































































































































































































第 2節 リサーチクエスチョンへの答 
 第２章では、交通問題の現状と政策に関する議論を整理した。第３章以降でリサーチクエ
























 第 3 章は効率性の観点からタクシーの事例分析を行った。タクシーについては 2002 年に

































































たことは重要である。国土幹線道路部会中間答申(2013 年 7 月 6 日）では目指すべき方向性
として、弾力的な料金施策などによる交通流動の最適化が挙げられるようになった。それを
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